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１．序論 

火山活動に伴う様々な現象に起因する災害のうち，発生頻

度が多く大規模な災害につながりやすい特徴を有する降灰後

の土石流による災害は，より対策の必要性が高い災害といえ

る．災害対策としては，平時からの対策とともに，噴火時に

おいて実効的に緊急対策を行うことが重要である．そこで，

本研究では，既往の降灰後の土石流への緊急対策事例につい

てヒアリング調査を行い，緊急対策の課題を明らかにする．

次に，その課題を検証したうえで，それら課題への国や都道

県により現在想定されている緊急対策の対応状況を評価し，

これより，降灰後の土石流による災害に対する実効性ある緊

急対策を行うための今後の課題を示す． 

２．火山噴火緊急減災対策砂防計画 

火山噴火に伴う降灰後の土石流への緊急対策として，火山

噴火緊急減災対策砂防計画に基づく対策があげられる．当計

画は，火山ごとに国または都道県の砂防部局が実施するハー

ド対策とソフト対策からなる緊急対策を迅速かつ効果的に実

施するための計画を定めている．平時に行われている火山地

帯での火山砂防事業は，必ずしも事業の進捗が十分ではない．

このため，今後近い将来にいずれかの火山で噴火が生じ，降

灰後の土石流の発生のおそれが高まった際には，土石流によ

る被害の防止を図る砂防施設の整備が完了していない状況で

の対応が求められると想定される．このような状況において

は，火山噴火緊急減災対策砂防計画に基づく仮設構造物等を

活用した緊急対策による被害の防止・軽減が期待されるが，

当計画に基づく緊急対策においては，火山活動に伴う現象の

発生といった特殊な状況下での実効性の確保が求められる． 

３．火山噴火時における土石流への緊急対策を行った行政機

関へのヒアリングに基づく緊急対策の実態 

まずはじめに，過去に実施された行政機関による緊急対策

で生じた課題を整理するため，本章ではヒアリング調査によ

って，既往の火山噴火事例における土石流の発生の実態，お

よび土石流に対する緊急対策の実態を調査した．ヒアリング

は，平成以降の雲仙普賢岳，三宅島雄山，霧島山新燃岳の土

石流対策を調査対象とし，国や都県の砂防部局の当時の担当

者に，「火山噴火に伴う土石流の発生状況について」，「火山噴

火時の土石流対策の実施に支障となった事項」等について聞

き取りを行った．なお，年に噴火した霧島山新燃岳につ

いては火山噴火緊急減災対策砂防計画に基づく緊急対策に対

する実態調査となる． 

ヒアリングで指摘された課題は，火山灰降下時の土石流の

特性に関する事項と緊急対策の施工時に支障となった事項に

分類することができた．火山灰降下時の土石流の特性に関す

る事項には，小さい雨で土石流が発生，繰り返し土石流

が発生，土石流により大量の土砂が発生，同時多発的に

土石流が発生といった事項が，緊急対策の施工時に支障とな

った事項では，対策開始の判断，対策時の安全の確保，

用地の確保，資材の確保，土捨て場の確保， 工事

用道路の確保が，課題として示された． 

４．火山噴火緊急減災対策砂防計画の実効的な緊急対策への

課題とその対応の実態 

４．１ 緊急対策の課題の検証 

ここでは，ヒアリングで指摘された課題を災害資料から改

めて検証した．指摘された課題は，緊急対策の前提となる土

石流の発生の特性に関する課題の～を「緊急対策の計画

に関する事項」，緊急対策の施工に関する課題のを「緊急

対策の着手に関する事項」，～を「緊急対策の実施に関す

る事項」として分類し，それぞれ実態を明らかにした． 

まず，緊急対策の計画に関する事項の検証例を示す．
同時多発的に土石流が発生の事項について，三宅島雄山にお

ける土石流の記録

1)
から検証を行った．本事例では，全島的

に火山灰が堆積し多くの渓流で土石流が生じ，図-1に示すよ

うに，多くの降雨イベントにおいて複数の渓流で土石流が発

生している．この事例から降灰後の土石流は，同時の複数箇

所での発生といった同時多発的な発生の可能性が確認できた． 

次に，緊急対策の着手に関する事項の対策開始の判断に

ついて，対策の着手に要した時間から検証を行った（図-2）． 

雲仙普賢岳や三宅島雄山の事例では，いずれも多量の降灰

の堆積から約  日後の緊急対策の着手となっており，ヒア

リングでは，「過去の事例がなく火山噴火後にすぐに土石流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 三宅島雄山の噴火時における１回の降雨による
土石流の発生渓流数と土石流の発生頻度 

図-2 火山噴火・火山灰の堆積から緊急対策に要した期間
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対策という認識にはならなかった」，「既往の噴火事例

と異なり，実際に起こるまで土石流は想定できなかっ

た」という指摘があった．これらの事例では，降灰後

の土石流の知見や経験の蓄積が十分でなく，土石流の

発生を見越した緊急対策の着手に至らなかったものと

考えられる．一方，霧島山新燃岳の事例では，噴火・

降灰の堆積から５日後の対策の着手であった．本事例

では火山噴火緊急減災対策砂防計画がすでに策定され

ており，降灰後の土石流の発生を想定した噴火シナリ

オや土石流への対策計画を有していたことが，早期の

着手につながったものと考えられる． 

次に，緊急対策の実施に関する事項の検証例として，

対策時の安全の確保の影響について行った考察を示

す．雲仙普賢岳での建設省による仮設導流堤の事例で

は，警戒区域の一部解除まで国道  号より上流の施

工が行えず，より火口に近い国道 号上流では，警戒

区域の解除がなされなかったため，警戒区域内での工

事の安全確保策が有識者を交えた検討により立案され

るまで工事を行うことができなかった．このように，

安全対策を構築できていなければ，緊急対策により一

層の時間を要する可能性があることが確認できた． 

４．２ 実効的な緊急対策に必要な事項と火山噴火緊

急減災対策砂防計画における対応の実態 

４．１では，～の課題それぞれに対し検証を行

い，その結果から，ヒアリングで指摘された課題は緊

急対策を行ううえでの課題となると判断できた．更に，

これらの課題に対する火山噴火緊急減災対策砂防計画

の対応状況を検証するため，４．１の検証結果を踏ま

え，降灰後の土石流による災害の防止を図る緊急対策

を実効的に行うために必要な事項について整理した．

緊急対策を実効的に行うために必要な事項として，緊

急対策の計画に関する事項についてはから「短期間

で工事が実施できる工法・工種の選定」，から「繰り

返し発生する土石流への緊急対策の立案」，，から

「大量に発生する土砂の処分場所の確保」，から「同

時多発的な土石流に対応する優先順位の設定」を，緊

急対策の着手に関する事項としてから「対策開始を

判断する条件の設定」，「火山灰の堆積状況を早期に把

握できる体制の構築」を，緊急対策の実施に関する事

項としてから「施工時の安全対策の想定」，から「用

地の事前確保」，から「資材の事前確保」，から「工

事用道路の事前想定」，「通行の確保策の想定」をあげ

た．検証は，年から火山噴火が切迫し，行政等の

噴火に対する危機意識や備えが進んでいると想定され，

 年に国土交通省により火山噴火緊急減災対策砂防

計画が策定された岩手山の計画

2)
を対象に行った． 

５．火山噴火緊急減災対策砂防計画の実効的な緊急対

策への課題とその対応実態 

ここでは，火山噴火緊急減災対策砂防計画に基づき

緊急対策を行った霧島山新燃岳と，４．２で検証を行

った岩手山の事例から，火山噴火緊急減災対策砂防計

画に基づく緊急対策の実効性の評価を行った． 

まず，緊急対策の計画に関する事項に係る評価の概

要を示す．火山噴火緊急減災対策砂防計画では，短期

間の実施が可能な工法・工種が選定されており，早期

の対策が期待される．一方で，例えば「同時多発的な

土石流に対応する優先順位の設定」といった降灰後の

土石流の特性に係る事項への具体的な対応は十分に示

されておらず，これらへの対応策の検討が必要である． 

次に，緊急対策の着手に関する事項に係る評価の概

要を示す．火山噴火緊急減災対策砂防計画では，降灰

の確認といった緊急対策の開始の条件を示しており，

国土交通省による土砂災害警戒区域等における土砂災

害防止対策の推進に関する法律に基づく緊急調査やそ

の結果に基づく土砂災害緊急情報を参考に迅速な緊急

対策の着手の判断が行われることが期待される．一方

で，火山灰の堆積状況からの土石流の危険性の判断や，

判断に必要な火山灰の堆積状況といった情報の早急な

把握について，短時間でより実効的な対応を行うこと

が可能な体制の構築が必要である． 

次に，緊急対策の実施に関する事項に係る評価の概

要を示す．火山噴火緊急減災対策砂防計画では，緊急

対策を実効的に行うために必要な事項について，安全

対策や平常時からの準備事項としての検討項目は網羅

できているものの，具体的な検討や平常時の取り組み

が不十分であり，これらを促進する対応が必要である． 

６．今後の課題 

火山噴火緊急減災対策砂防計画の策定により，既往

の火山噴火時の緊急対策事例と比較して速やかな対策

の着手及び完了が期待される対応の想定が確認できた．

一方，計画では十分に対処されていない課題も残され

ており，緊急対策をより実効的に行うためには，具体

的な降灰時の土石流の発生状況を踏まえた計画とすべ

きである．そこで，噴火・降灰から土石流の発生まで

の期間が短く，かつ同時多発的に発生する土石流が想

定される中で対策箇所数に制約が生じる可能性を考慮

し，緊急対策をいかに早期に効果を発現できるよう施

工するのかという観点で，以下の対応が必要である． 

（１）災害対応に限界があることを考慮した同時多発

的な土石流に対応する優先順位の決定 

（２）対策開始に向けての早期の火山灰の堆積状況調

査と地域との連携体制の構築 

（３）発生現象が異なることを踏まえた火山ごとの安

全対策マニュアルの作成 

（４）平時の準備事項の実施計画の策定及びフォロー

アップ 

また，火山噴火緊急減災対策砂防計画に基づく対策

の過程では，地域の関係機関で連携した対応が必要と

なる事項が想定される．今後，緊急対策における関係

機関の連携体制を，火山噴火緊急減災対策砂防計画の

実施主体が中心となり構築していくことが望まれる． 

参考文献 

1) 本田健：三宅島噴火とその対応，，，，


2) 国土交通省東北地方整備局岩手河川国道事務所：岩手山

火山噴火緊急減災対策砂防計画案平成 年３月，

- A-233 -




